
Ⅰ 経常増減の部

1 . 経常収益

(1) 事業収益

(2) 雑収益

経常収益計

２. 経常費用

(1) 事業費

印刷費

通信運搬費

電算システム費

業務研修会費

調査研究費

登録事務費

役員人件費

役員退職給付費用

職員人件費

退職給付費用

租税公課

(2) 管理費

役員人件費

役員退職給付費用

職員人件費

退職給付費用

会議費

事務所費

経常費用計

当期経常増減額

当期正味財産増減額

正味財産期首残高

正味財産期末残高 12,912,042 3,233,000 9,679,042

9,679,042 △6,827,232 16,506,274

3,233,000 10,060,232 △6,827,232

9,679,042 △6,827,232 16,506,274

47,878,991 11,958,489 35,920,502

2,723,030 1,698,376 1,024,654

33,750 2,694 31,056

15,400 16,200 △800

40,737 2,209 38,528

1,446,102 828,417 617,685

593,680 319,138 274,542

190,894 10,775 180,119

203,643 411,529 △207,886

40,738 2,210 38,528

5,784,398 3,313,656 2,470,742

9,552,341 836,528 8,715,813

593,677 319,138 274,539

18,318,406 1,416,371 16,902,035

175,610 99,816 75,794

600,620 391,139 209,481

4,119,568 2,083,967 2,035,601

3,446,397 206,326 3,240,071

57,558,033 5,131,257 52,426,776

57,557,960 5,131,060 52,426,900

73 197 △124
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科　　　　　目 当 年 度 前 年 度 増　減



財務諸表に対する注記

1. 重要な会計方針

(1) 固定資産の減価償却の方法

固定資産の減価償却は、定額法により、直接固定資産の価額を減額している。

(2) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２. 特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

３. 特定資産の財源の内訳は、次のとおりである。

４. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

５. 担保に供している資産はない。

合　　　計 388,587 388,585 2

科　　　目 取 得 価 額 減価償却累計額 当 期 末 残 高

什 器 備 品 388,587 388,585 2

合　　　計 3,382,864 - 3,382,864

科　　　目 当 期 末 残 高
う ち 一 般 正 味 財 産
か ら の 充 当 額

う ち 負 債 に
対 応 す る 額

退 職 給 付 引 当 資 産 3,382,864 - 3,382,864

合　　　計 3,076,745 306,119 - 3,382,864

（単位：円）

退 職 給 付 引 当 資 産 3,076,745 306,119 - 3,382,864

（単位：円）

科　　　目 前 期 末 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 当 期 末 残 高


